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本研究（の一部）は、原子力規制庁からの受託事業「原子力施設等防災対策等委託費（軽水炉照射材料
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全体像

原子炉圧力容器（RPV）用確率論的
破壊力学解析コードPASCAL4

配管用確率論的破壊力学解析コー
ドPASCAL-SP2, PASCAL-EC

健全性評価手法

炉心領域部
（照射脆化）

配管溶接部、ニッケル合
金溶接部、減肉部等
（応力腐食割れ、疲労等）

設計上の想定を超える事象を考慮し
た損傷評価手法の整備

（評価手法やモデルの整備、解析コードの検証等）

（評価手法・モデル、解析要領の整備等）

（評価手法や高温域までの材料特性データベース
の整備等）

RPVの照射脆化

高温高圧水中の応力腐食割れ等

材料劣化

炉心領域部
（照射脆化）

炉内構造物

冷却水の放射線分解水質評価

実機材料及び既
往事業での照射
済み試験片等

（中性子照射材を用いた微細組織分析・脆化評価、大型
破壊評価試験、海外試験炉を活用した照射試験等）

（照射量が亀裂進展速度における水化学の寄与に与える影
響の評価等）

（一次冷却水中のラジオリシス及び腐食電位の解析的
評価手法の整備等）

• 原子炉機器における放射線等の使用環境を踏まえ、実機材料等を活用した材料
劣化評価研究を推進

• 確率論的健全性評価手法における評価対象や経年劣化事象の拡充と実用化、リ
スク情報の活用に資する研究、設計基準を超える事象における構造強度評価手法
の高度化
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中性子照射脆化
近年の代表的な成果とその活用

BNP法による関連温度移行量（ΔRTNDT）計算値と実測値の関係

• 脆化評価法の保守性等の確認を目的とし、機
械学習に基づき多次元のデータの確率分布
の中央値と確信区間を評価可能な手法である
ノンパラメトリックベイズ（BNP）法に基づく新た
な脆化評価法を整備した。

BNP法による評価は従来の脆化評価法と同等
の精度を有すること、また従来評価法のマー
ジンが概ね保守的に設定されていること等を
示した（左下図）。

→RPVの脆化評価に関する学協会規格の技
術評価に活用される見込み。

• 高照射量まで照射された監視試験片等を対象
に、粒界のリン（P）偏析量を測定し、P偏析量
への照射条件等の影響を調査することにより
、高照射量領域においても粒界脆化が顕在化
する可能性が低いことを明らかにした。

現行の脆化評価法において粒界脆化を考慮
していないことの妥当性を示した。
→RPVの脆化評価に関する学協会規格の技
術評価に活用できる。

緊急炉心冷却水

冷却材喪失事故

内圧＋急冷による
引張応力＋溶接
残留応力

RPV

亀裂を想定

亀裂の駆動力
(応力拡大係数 KI) 温度

中性子照射による
破壊靭性の低下

KIc> KIであれば健全

RPVの健全性評価の概念図

他の脆化評価法等による
残差の標準偏差

・メカニズムガイデッドモデル
JEAC4201-2007(2013追補)：9.6℃

・統計ベースモデル
ASTM E900-15：11.31℃
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破壊靭性評価

• 最新規格で取り入れられたRPVの構造健全性評価に
おいて想定されているクラッド下亀裂に対し、その破
壊靭性が、従来規格で用いられた表面亀裂のそれに
比べて見かけ上高くなることを確認した（右下図）。
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仮想欠陥の評価点 監視試験片の採取位置

照射量: 1.0 – 1.4 ×1020 n/cm2

高照射量領域の中性子照射材における仮想欠
陥評価点と監視試験片採取位置の破壊靭性[1]

近年の代表的な成果とその活用
• RPV鋼の中性子照射材に対して、監視試験片の採取
位置（内表面から厚さの1/4の位置）の破壊靭性値が
、仮想欠陥評価点（内表面から10 mm）のそれに比べ
て低いことを確認した（右上図） 。

内表面から厚さの1/4の位置から監視試験片を採取
する現行手法の保守性を確認した。
→RPVの破壊靭性評価に関する学協会規格の技術
評価に活用できる。

破壊靭性遷移曲線がクラッド下亀裂の破壊靭性値に
対しても十分保守的であることを確認した。
→RPVの破壊靭性評価に関する学協会規格の技術
評価に活用できる。

クラッド下直線状亀裂を付与した試験体の
破壊靭性試験結果[2]

[1] Y. Ha et al., PVP 2021-61892.

[2] M. Shimodaira et al., Journal of Pressure Vessel Technology, Vol.144, 011304, (2022).
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クラッド下直線状亀裂の破壊靭性

破壊靭性遷移曲線
（破壊靭性の5%

信頼下限）

クラッドの
存在により、
破壊靭性が
見かけ上
増加

監視試験片採取
位置よりも靭性が
優れている

RPV鋼

仮想欠陥の最深点
（10 mm位置）

監視試験片採取位置
（厚さの1/4の位置）

ステンレス
オーバーレイクラッド

仮想欠陥



5

• 国内PWRモデルプラントを対象に、BNP法と
現行の脆化評価法による脆化量の確率分
布が破損頻度に及ぼす影響を評価(左下図)

• 国内BWRモデルプラントを対象に、非破壊検
査の影響評価等の活用事例を整備

確率論的破壊力学（PFM）解析 (1/2)
✓RPVを対象としたPFM解析コード：PASCAL5 (公開手続き中)

RPVの中性子照射脆化等に係る最新知見を反映し、様々な破壊力学影響因子の不
確かさを考慮して、RPVの破損頻度等を求める解析コードの高度化を進めている。

• PWRのRPVに加えBWRのRPVも対象とし
て評価できるように、解析機能を拡充

• BNP法に基づく脆化評価法を導入する等、
材料劣化評価に係る機能を高度化

• 国内の産学9機関が参加する検討会を継続
的に主催し、コードを検証

• 米国NRCとのベンチマーク解析、欧州におけ
る高経年化したプラントに対する先進的加圧
熱衝撃解析プロジェクト（APAL）に参画

コード整備 コード検証

• RPVのPFM解析に関する解析手順、解析
手法・モデルや技術的根拠等を取りまとめ
た世界初の標準的解析要領をBWRのRPV
を対象に拡充

解析要領の整備
解析事例の整備

近年の代表的な成果

PFM解析コード、標準的解析要領、解析事例の
整備を通じて、非破壊検査の影響を定量的に示
す等、確率論的健全性評価におけるPFMの有
用性を明確にした。
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確率論的破壊力学（PFM）解析 (2/2)

✓原子炉配管を対象とした確率論的解析コード：PASCAL-SP2、PASCAL-EC
経年劣化事象を考慮した原子炉配管の様々な破壊力学影響因子の不確かさを考慮
して、経年配管の破損確率を求める解析コードの高度化を進めている。

• 地震を起因とした破損確率の算出に必要な、
地震時亀裂進展評価手法等を整備し、解析
コードに導入

• PWRの蒸気発生器（SG）伝熱管を対象に、減
肉や亀裂を有する管の破裂評価手法を改良
し、解析コードに導入可能な手法を整備

• 米国NRCとのベンチマーク解析を実施
• OECD/NEAのベンチマークプロジェクトに参画

コード整備 コード検証

• 配管の地震による破損を考慮したPFM解析に
関する解析手順、解析手法・モデルや技術的
根拠等を取りまとめた解析要領を公開

解析要領の整備

• 原子炉配管を対象に、使用年数の増加や地
震による揺れの増大に伴う破損確率の変化
を定量的に評価（右図）

• SG伝熱管を対象に検査で確認された減肉や
亀裂の寸法が破裂確率に及ぼす影響を評価

解析事例の整備

近年の代表的な成果

原子炉配管を対象に、経年劣化事象や地震の大きさ等
が破損確率に及ぼす影響を定量的に示す等、リスク情
報活用等におけるPFMの有用性を示した。

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

損
傷
確
率

[-
]

地震動強さ比率 [-]

1.0

0.6

0.4

0.2

0.0

0.8

地震による揺れの強さ
10 2 3

使用開始後15年

使用開始時

使用年数の増加に伴う
破損確率の上昇

(-)
設計上想定される地震による揺れの強さ

破
損
確
率

(-
)

[1] 山口義仁ほか，経年配管を対象とした地震フラジリティ評価要領（受託研究），JAEA-Research 2020-017, 2021, 80p.
[2] 山口義仁ほか，原子炉配管に対する確率論的破壊力学解析コードPASCAL-SP2 の使用手引き及び解析手法（受託研究），JAEA-Data/Code 2020-021, 2021, 176p.

経年劣化事象と地震を考慮した破損確率評価例

対象：BWR 再循環系配管
経年劣化事象：SCC及び疲労
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応力腐食割れ（SCC）・水化学

JAEAにおいて整備したBWR及びPWR両方
の一次系冷却水環境を評価可能な統一的な
ECP解析コードに対して、最新のラジオリシス
研究成果の反映、Ni合金を対象としたECP解
析手法の整備を行うとともに、仮想的なPWR
一次系冷却水環境に対する水素添加量と
ECPの関係を推定した（右図）。

仮想的なPWR一次系（上）、及び炉心と蒸気発生器（SG）にお
いて予測されたECP値とH2添加量との関係（下）

近年の代表的な成果とその活用

個別のPWRプラントに対して本解析コード
を適用することによりPWR一次系冷却水に
おける最適溶存水素濃度の妥当性の評価
に活用できる。

PWR一次系冷却水環境中でのNi合金の
SCC進展速度が国内の溶存水素濃度管理
幅で極大値を示すことが知られており、溶存
水素濃度の最適化が議論されている。

SCCの発生・進展に影響を与える主要な環
境因子である腐食電位（ECP）の点から溶存
水素濃度の影響を評価するため、ECP解析
コードを整備する。

背景・目的

100 101 102 103 104

[H2] loop inlet (ppb)

104

103

102

101

100

10-1

[H
2
O

2
]
(p

p
b

)

炉心部

SG部

格納容器

原子炉容器
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原子炉
炉心

タービンへ

1次冷却系ポンプ

加圧器

タービンから

通過時間
炉心部：1 s

冷却系周回：6s

16O (n,p)16N

高速中性子反応(>11.4MeV)

実効断面積：16mbarns

16N

半減期：7.35s

放出g線：6.5MeV(85%)

SGでの線量率:

6x10-3Gｙ/s

炉心での線量率:

g: 4.0x103 Gｙ/s

n: 4.3x103 Gｙ/s

: 2.85x103 Gｙ/s


